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純粋手続き的正義と分配パタン指定の隘路
―理論と制度的指針の検討

早稲田大学政治学研究科博士課程　大庭　大

本稿は、純粋手続き的正義の理論に焦点を当て、その理論的意義を明ら
かにするとともに、制度的考察までを射程に含む分配的正義の有力なアプ
ローチとしてこれを提示することを目指す。純粋手続き的正義のアプロー
チがロールズ理論の体系において一貫性をもつことの論証を通じて、その
理論的擁護可能性を示したのち、純粋手続き的正義のアプローチが制度・
政策のパタン指定性について独自の視点を提供し、制度的構想を導く指針
ともなりうることを示す。より細かくは、まず 1 ～ 2 節で、純粋手続き的
正義について、ロールズの議論を分析・整理することでその特徴の精確な
見取り図を提示する。純粋手続き的正義の異なる類型をみたのち、原理適
用段階における正義の指令を統べるアプローチとして、準

4

純粋手続き的正
義の社会過程説を特定する。そのうえで 3 節では、パタン指定という論点
を中心にロールズ的な純粋手続き的正義の分配制度上の含意を論じる。4
節では純粋手続き的正義の非ロールズ的構想について検討する。
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本稿は、純粋手続き的正義（pure procedural justice）の理論に焦点を当
て、その理論的意義を明らかにするとともに、制度的考察までを射程に含
む分配的正義の有力なアプローチとしてこれを提示することを目指す。

純粋手続き的正義について論じた重要な政治理論家に J・ロールズがい
るが、その説明は多岐にわたり込み入っている。加えて、ロールズ研究で
は純粋手続き的正義は原初状態や構成主義との関連でのみ言及されること
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が多い（e.g. 福間 2007、田中 2017）［1］。その分配問題における意義はい
まだ充分解明されていない。

本稿は以下の手順で、純粋手続き的正義に基づく分配的正義の構想とそ
こから導かれる制度的指針について考察する。まず 1 ～ 2 節では、純粋手
続き的正義について、ロールズの議論を分析・整理することでその特徴の
精確な見取り図を提示する。純粋手続き的正義の異なる類型をみたのち、
原理適用段階における正義の指令を統べるアプローチとして、準

4

純粋手続
き的正義の社会過程説を特定する。そのうえで 3 節では、パタン指定とい
う論点を中心にロールズ的な純粋手続き的正義の分配制度上の含意を論じ
る。4 節では純粋手続き的正義の非ロールズ的構想について検討する。

本稿には大きくふたつの意義がある。第一の意義は、ロールズの正義論
について、それを徹頭徹尾純粋手続き的なものとみなす立場からその理論
的含意を検討することである。純粋手続き的正義のアプローチが、原理選
択、原理適用、制度構想というロールズの理論における異なる局面を一貫
して規定していることを示す。純粋手続き的正義を構成する諸側面やパタ
ン指定の諸類型という区分を用いることで、これまで体系的に理解されて
こなかった手続き的正義の諸観念の内容・含意・関係性を明らかにする。

第二の意義は、より一般的に、制度構想を含む分配的正義の問題につい
て考えるための有力なアプローチとして、純粋手続き的正義の理論を提示
することである。まず、純粋手続き的正義のアプローチがロールズ理論の
体系において一貫性をもつことの論証を通じて、その理論的擁護可能性を
示す（1 ～ 2 節）。続いて、純粋手続き的正義のアプローチが制度・政策
のパタン指定性について独自の視点を提供し、制度的構想を導く指針とも
なりうることを示す（3 節）。最後に、限定的ながら代替的構想との比較
を行うことで、純粋手続き的正義の魅力的な構想としてロールズ的アプロ
ーチに注目する理由があることを示す（4 節）。

1．純粋手続き的正義とパタン指定問題

本節では、ロールズの純粋手続き的正義について予備的な考察を行う。
原理選択段階と原理適用段階を区分し、後者における純粋手続き的正義の
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特徴であるパタン指定の否定について問題を提起する。
純粋手続き的正義とは何か。それは、「何が正義に適っているかが手続

きの帰結によって、しかも帰結の内容に関わらず、特定される」ような判
断の手続きである（PL: 73）。純粋手続き的正義は、何が正義に適ってい
るかを決める独立の基準をもつ手続きから区別される。そのひとつが完全
手続き的正義である。これは「切る人が最後のひときれをとる」という有
名なケーキ分割の例によって知られている。ここでは等分性という正しさ
の基準があらかじめ決まっており、手続きはその基準に合致する帰結を導
くことができるとみなされる。このとき、手続きに明確な可謬性がある場
合、それは不完全手続き的正義となる（例：刑事裁判）。これらに対比し
て、純粋手続き的正義はそのような独立の基準をもたない。そこでは、フ
ェアなギャンブルにおけるように、公正である手続きから生じたことがそ
の帰結を公正なものとする（TJ rev: §14）。

純粋手続き的正義が説得性をもちうるのは、手続きの公正さが帰結の公
正さへと移転する（transfer）からである（PL: 259）。すなわち、純粋手続
き的正義のメカニズムは〈正しいルールに従った帰結は正しい〉という直
観に裏打ちされている。

この移転のはたらきは、正義原理選択の局面において明白に現れる。ロ
ールズは、原初状態を、そこで合意される原理を正義を体現するものとみ
なすことができるような仮想契約の装置として設計している（TJ rev: 104; 
PL: 72; cf. 福間 2007: 21‒4）。原初状態が純粋手続き的正義の性格をもつこ
とはほぼ異論のない点であろう［2］。ここでは、原初状態という手続きの
説得性はそれが〈自由で平等な社会的協働への参加者〉としての市民にと
って公正とみなされうることに由来していることを指摘するにとどめる。

むしろ本稿が注目するのは、原理の適用段階、すなわち正義の原理が実
際に社会制度を統制する際のはたらき方が純粋手続き的正義の性格を備え
ていることである。

ここでロールズの正義の二原理の内容を簡単に確認しておこう（JF: 42‒
4）。第一原理は基本的諸自由の平等を規定する。すなわち、すべての人の
同様の自由の体系と両立可能な、基本的自由の十全な体系への剝奪しえな
い請求権を各人が有している。第二原理は、まず、社会的・経済的不平等
が実質的な機会の平等に制約されることを要請する（公正な機会均等原
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理）。これは単に形式的な機会均等ではなく、同程度の資質と意欲を持つ
人には同等の機会が開かれており、成功の見込みが個人の出自に影響され
ないことを要請するものである。次に、社会的・経済的不平等が社会の最
も不利なメンバーの最大の利益となるようなものであることが要請される

（格差原理）。不平等は、それが最も不利な人の生涯を通じた予期を最大化
するものである限りで公正なものとして正当化される。

正義の二原理はそれ自体が純粋手続き的正義として機能するとロールズ
はいう。これは次のような分配的正義の理解に由来している。すなわち、
分配的正義の課題とは、各人の公正な取り分を決めることではなく

4 4

、自由
で平等な市民の協働のシステムとしての社会を設計・維持することである

（TJ rev: §14）［3］。これに対応して、正義の二原理は個人ではなく社会の
基礎構造（主要な諸制度の編成）に適用される。

したがって、正義の二原理は正義に適った帰結がいかなるものかを決め
るものではない。それは、二原理を反映した手続きとしての社会過程（社
会制度の作用）によって決まる（PL: 282）。「適切な諸制約のもとでは、
分配の取り分のいかなる帰結も正義に適っている」のである（Ibid.）。そ
のようにいいうるために手続きを設計・維持することが、正義の原理の役
割である。

その重大な含意が、パタン［4］指定の否定ないし回避という主張であ
る。ロールズは次のようにいう。「正義の二原理は、実際の分配がある時
点において（または長期で）、何らかの観察可能なパタン―たとえば平
等―に一致することや、分配状況から算出される不平等が一定の範囲
―たとえばジニ係数のある値―のうちに収まることを求めはしない」

（PL: 283; cf. JF: 68）。
これに対しては、パタン指定の回避は二原理が平等主義的な実質的内容

をもつことと矛盾するのではないか、という批判がある。亀本洋によれ
ば、ロールズの正義論は、分配パタンを指定しないという点で、R・ノー
ジックのリバタリアニズムと同型の理論になっている（亀本 2011: 488）。
そして、ロールズの平等主義的な分配的正義への関心は、純粋手続き的正
義の採用によって部分的に裏切られ制約されてしまう（亀本 2011: 487; 
2012: 77）。

だが、ロールズの純粋手続き的正義、特にそのパタン指定回避という特
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徴が、平等主義的な実質的正義にとって積極的な意義をもつとは考えられ
ないだろうか。以下、ロールズの純粋手続き的正義の機能を詳細に検討し
たのちに、このパタン指定問題に立ち返ってみたい。

2．手続きの制約と矯正
―準純粋手続き的正義の社会過程説［5］

本節では、ロールズが分配的正義のアプローチとして採用する純粋手続
き的正義の内実について、ふたつの観点から考察する。まず、純粋手続き
的正義を構成する三つの側面を明らかにし、それらとの関係で区分される
純粋手続き的正義の類型について検討する（2.1）。次に、準

4

純粋手続き的
正義という観念を、正義の指令を具体化する諸段階を通じて機能する手続
き的正義のあり方として位置づける（2.2）。そのうえで、原理適用段階に
おいてロールズが採用する正義のアプローチを、準

4

純粋手続き的正義の社
会過程説として特定し、それが立法段階・制度構想にまで継承されている
ことをみる。最後に解釈上の異論を検討する（2.3）。

2.1　純粋手続き的正義の三側面
前節でみたように純粋手続き的正義とは、正しいとみなされうる帰結の

導出を手続きそのものに委ねるアプローチである。そしてそれは、何より
もまず人々の相互行為（transactions）を統制する公正な手続きの設計に関
わる。純粋手続き的正義のこの側面を「相互行為の直接規則」とよぼう。
これはロールズの理論においては、二原理、とくに基本的諸自由の平等と
格差原理を反映したさまざまな権利や権原獲得に関する規則というかたち
をとる。すなわち、基本的諸自由を平等に保障し、協働の機会とその報酬
のあり方が最も不利な人の予期を最大化するという条件に見合った相互行
為の規則が求められる。だが、純粋手続き的正義は、社会過程に対する

「適切な諸制約」をも必要とする（PL: 282）。これは、異なる機能をもつ
ふたつの側面に区分しうる。純粋手続き的正義の第一の側面である相互行
為の直接規則は、第二・第三の側面によって補完されねばならない。

第二の側面を「背景的正義の制約」とよぶ。これは人々の間の「自由で
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公正な合意のための背景的条件」を定める（JF: 53）。その主たる要件をな
すのが、正義の第一原理から派生する政治的自由の公正な価値と、第二原
理の要請である公正な機会均等の保障である。そこで求められるのは、自
由と機会平等の形式的保護を超えて、それらが実質的なものとなるような
社会条件を整備することである。この条件整備のために、たとえば、社会
的に不利な人々が充分に人的資本を形成することを可能にするような保
育・教育サービスなどが必要になる。

さらに純粋手続き的正義の第三の側面として、相互行為の長期の累積的
結果として背景的条件が正義に適った状態から乖離してしまうことへの矯
正がある。これを「矯正的介入」とよぶ。そのような乖離とはたとえば、
一部の人がほかの人を実質的に支配してしまえるような富と所得の過度の
偏在である。それは、それ自体は公正である個々の相互行為が累積するこ
とによる意図されざる帰結として生じうる。そして、とくに数世代をまた
ぐ長期でみると、そのような乖離の傾向が生じる蓋然性は極めて高い（PL: 
265‒6）。

それゆえ、正義に適った諸制度は「背景的正義を維持するための必要な
矯正」の機能を備えていなければならない（PL: 284）。そのような矯正は
正義の構想が特定する「構造に関する諸原理（structural principles）」およ
び「基礎構造の理想的形態（ideal form for the basic structure）」によって導
かれる（PL: 284‒5）。つまり、矯正的介入が必要となるような背景的正義
の毀損は、二原理と、二原理に基づいてよく編成された（well-ordered）
社会のヴィジョンに照らして特定される。この目的から、たとえば次のよ
うな施策が要請されうる。すなわち、富の過度の集中を阻止するような財
産課税や超巨大企業の解体命令（政治的自由の公正な価値の保障）、極端
かつ構造化された不利を抱える人々へのアファーマティヴ・アクション

（公正な機会均等の保障）などである（cf. Taylor 2009; 田中 2016）。
まとめると、原理適用段階におけるロールズの純粋手続き的正義は次の

三側面によって構成される［6］。

　相互行為の直接規則：個別の相互行為を直接統制する公正な手続きとな
る諸制度

　背景的正義の制約：相互行為の背景となる社会条件を公正なものにする
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諸制度
　矯正的介入：個人の意図と無関係に背景的正義を徐々に損なっていく相

互行為の累積的効果を矯正するために、社会過程に介入し調整する諸
制度

原初状態のような仮想的で一回かぎりの手続きであれば、相互行為の直
接規則のみで公正な手続きを構想することが可能だろう。だが、正義原理
を社会に適用する段階での純粋手続き的正義は、三側面すべてを備えてい
なければならない。三側面の必要性は特にロールズの後期の著作で明確化
される［7］。まずロールズは、自身が依拠するアプローチとしての純粋手
続き的正義を「純粋な背景的手続き的正義（pure background procedural 
justice）」といいかえている（e.g. JF: 50‒57, 68, 140）。この修正は、「社会
的協働の仕組みとしての社会が長期にわたって公正なものであり続けるた
めに、特定の諸規則がその仕組みの中に組み込まれていなければならない
ことを示すことを意図して」いる（JF: 51）。

この考えはさらにスポーツにおけるドラフトの例によって説明される。
チーム間の力の差の拡大傾向を矯正するドラフトの仕組みは、競技の活力
と魅力の維持に貢献するものとして、競技の構成的要素をなすとされる

（JF: 51）。これと同様に、背景的正義の制約と矯正的介入はロールズが理
解する純粋手続き的正義の不可欠の一部をなしている。

またロールズは、自身の支持する純粋手続き的正義を「社会過程説」と
もよび、ロック ― ノージック的な純粋手続き的正義の類型である「歴史過
程説」と区別している（JF: 54）。歴史過程説は、個人間の個別の合意や相
互行為に焦点をあて、初期状態およびそれに続く合意と相互行為が正義に
適っていることを純粋手続き的正義の要請とする（JF: 52‒3）。手続きは、
上述の三側面のうちもっぱら相互行為の直接規則のみによって構想され
る［8］。これに対して、三側面すべてを備えもつのが社会過程説である。

実社会において長期で公正な手続きを維持しようとすると、歴史過程説
の不備が明らかになる。この立場は、合意が公正なものといえるための条
件整備の必要を低く見積もっているからである。特に、相互行為の累積に
よって公正な合意の背景的条件が徐々に失われてしまうことへの対応（矯
正的介入）が考えられていない（JF: 52‒3）。スポーツの例を敷衍してい
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えば、ドラフトなどの適切な規制や矯正のない競技においては、やがてチ
ーム間の力のバランスが崩壊し、その競技が本来もっていた魅力―たと
えば真剣さと緊張感に満ちた試合―は失われてしまいかねない。現実社
会でも、経済的力の偏在はさらなる力の集中をもたらす傾向にある

（Piketty 2014）。そして、そのような傾向性を是正しない社会は、「自分は
そこに単に巻き込まれているのではなく社会の構成員なのだという感覚」

（PL: lix）を人々がもちうるような公正さをもつとはいえないだろう。純
粋手続き的正義は〈正しいルールに従った帰結は正しい〉という直観に裏
付けられていると述べたが、歴史過程説では手続きはその直観に大きく反
するものに変容してしまう。

つまり、三側面すべてを備えることが重要なのは、それが純粋手続き的
正義自体を適切に維持することに不可欠だからである。原初状態が説得的
でありうるのは、それが〈自由で平等な社会的協働への参加者〉としての
市民にとって公正な手続きであるからであった。だが現実の社会制度とし
て純粋手続き的正義を実現するには、手続きの公正さをいかに維持するか
にも配慮しなければならない。

2.2　具体化段階における手続き―準
4

純粋手続き的正義
社会制度において純粋手続き的正義を実現するには、もうひとつの困難

が存在する。それは、扱う主題の複雑さゆえに正しい帰結を必ずしも一義
的に特定しえないことである（TJ rev: 318）。ロールズは「準純粋手続き
的正義（quasi-pure procedural justice）」という手続き的正義のいまひとつの
類型について語っているが、これはその困難に応答するものとして理解す
ることができる。この概念は三つの特徴をもつ。

ひとつは帰結の非一義性という意味での不確定性である（TJ rev: 176, 
318）。ロールズは〈正義原理 ― 憲法 ― 法律 ― 執行〉という四段階の系列
を想定しており、第三段階までの各段階には原初状態、憲法制定会議、議
会という各段階の正義の規則ないし指令を決定する手続きがある（TJ rev: 
§31）。厳密な純粋手続き的正義である正義原理の選択局面では正しい選
択肢が一義的に確定されうるのに対して、より具体的段階の手続きは準

4

純
粋手続き的正義となる（TJ rev: 318）。そこでは、正しい指令は正しい手
続きによっても一義的には確定しえない。
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第二の特徴は、そのような不確定性のもとで純粋手続き的正義が機能す
るために、手続きがより上位の手続きの制約に服することである。憲法制
定段階以降の手続きは「前段階で採択された原理を継承する」とされる

（TJ rev: 176）。こうして上位の手続きの制約に服することで、適切な手続
きをへて生じた帰結は、最も正義に適っていると確言できない場合でも実
践的な権威（正統性）を有するとみなされうる（Ibid.）。

第三の特徴は、（準
4

）純粋手続き的正義のアプローチの継承である。原
理の継承と並んで、純粋手続き的正義は、一定の不確定性を含むかたちに
変容しつつ、異なる段階の手続きのあり方を規定し続ける。憲法制定会議
と議会は準

4

純粋手続き的正義という同一のアプローチによって特徴づけら
れている［9］。ロールズは原初状態から憲法および議会へとそのような手
続きが継承されるという。まず、「各人が公正に代表される平等な初期状
態の視点」を反映する正義に適った手続きが、上位の正義の指令の継承と
は別に、原初状態から「諸規則を作成する社会的諸規則の最高次の体系」
としての憲法へと移転（transfer）される（TJ rev: 194‒5）［10］。同様に憲法
が法制定のための政治的手続き（議会）を規定するとき、その手続きはあ
らゆる市民の平等な参加の権利という原理に基づいて構成される（Ibid.）。

つまり、正義の指令を導出する諸段階は、上位の指令が下位の手続きに
組み込まれるという構成的関係と、（準

4

）純粋手続き的正義というアプロ
ーチの継承（同一性）のふたつによって結びついている。ロールズの正義
論の全体は、そのような手続きの連なりとして理解できる。

この（準
4

）純粋手続きの連なりという理解に基づくなら、制度をより具
体的に規定する第三段階の手続きから導出される正義の指令も準

4

純粋手続
き的正義として機能することが予想される。確認しよう。

まず、第二段階にあたる憲法は、立憲デモクラシー、職業選択の自由な
どに基づく一定の機会の平等、ソーシャル・ミニマムなどを規定する（PL: 
227‒30）。そして、正義に適った制度の構想である財産所有のデモクラシ
ーはこれらの範囲内で（第二原理を含む）正義の要請を具体化する。

続いて、前節でみた純粋手続き的正義の三側面（相互行為の直接規則、
背景的正義の制約、矯正的介入）に沿って財産所有のデモクラシーの制度
を概観することで、それが純粋手続き的であることをみよう。まず相互行
為の直接規則として、立憲デモクラシーの政治手続きに加えて、結社の自
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由や職業選択の自由の実現のために、ある程度競争的な市場が要請される
（TJ rev: 242, 245, 272; PL: lvii）。次に、背景的正義の制約として、デモク
ラシーの手続きが正義に適ったものであるために、政治的自由の公正な価
値の保障が要請される。より具体的には、選挙資金や政治献金の規制など
の、社会的・経済的影響力の政治的影響力への転換を防ぐ仕組みが求めら
れる（JF: 148‒50）。また、市場が正義に適った手続きであるための背景的
条件として、機会の平等を実質化する諸制度が要請される（JF: 174‒6）。
最後に、財産所有のデモクラシーは、背景的正義の喪失を抑制・矯正する
矯正的介入の機能を備えている。たとえばそれは、公正な機会均等と政治
的自由の公正な価値を毀損しうるような富の過度の偏在を抑制・矯正する
ための、受贈者を対象にした累進相続・贈与課税や、累進消費税ないし所
得税というかたちをとる（PL: 268, TJ rev, 246‒7）。

以上より、不確定性をはらみつつ上位の正義の指令を継承するものとし
ての準

4

純粋手続き的正義の観念が、憲法制定会議と議会、そして立法段階
のより具体的指令の一部としての財産所有のデモクラシーの諸制度をも説
明しうることがわかった。そして、純粋手続き的正義というアプローチ自
体もまた諸段階を通じて継承されている。

ここまでの議論を整理しておこう。一回かぎりの思考実験ならぬ現実の
社会制度として純粋手続き的正義を実現するためには、まず、背景的正義
の制約と矯正的介入が手続きに備わっていなければならない。すなわち、
純粋な背景的手続き的正義、とくに社会過程説が要請される。さらに、社
会制度の具体的あり方が問題となる場合、しばしば正しい帰結を一義的に
確定することは人間の認識能力を超えるものとなる。そこで、正しい帰結
を一義的には導けない不完全な純粋手続きが、より上位の（準

4

）純粋手続
き的正義の指令の制約下で機能する、準

4

純粋手続き的正義が求められる
（表 1）。したがって、分配的正義の実践的問題を純粋手続き的正義として
扱うには、準

4

純粋手続き的正義の社会過程説によらなければならない［11］。
正義の指令は具体化されるにつれて、上位の純粋手続き的正義の制約を継
承すると同時に不確定性をはらみつつ、純粋手続き的正義としての性格を
維持し続ける。ロールズ正義論の体系は、原理選択、原理適用、制度構
想、という異なる段階を通じて、一貫して純粋手続き的正義のアプローチ
によって規定されているのである。
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2.3　手続きから独立した基準は必要か
本稿はロールズの正義論を徹頭徹尾純粋手続き的正義に依拠したものと

理解する。だが、ロールズの理論は手続きから独立した実質的正義の基準
を要請するという対抗的解釈もありうる。そのような立場からの異論をふ
たつ検討しよう。

第一に、三側面のうち背景的正義の制約と矯正的介入に当たる部分を、
純粋手続き的正義から区別される実質的正義の要請とみる見方がある（田
中 1985: 288）。このような解釈は純粋手続き的正義を歴史過程説と同一視
することから生じているように思われる。だがこれは、社会過程説を純粋
手続き的正義の一類型とするロールズの立場に反する。また、準

4

純粋手続
き的正義においては手続きの連なりの中で上位の正義の指令が参照される
が、これは手続き外の基準の参照ではなく複数の（準

4

）純粋手続きの間の
継承関係として理解されうる。

第二に、純粋手続き的正義の枠組みでは捉えきれない（不）正義の問題
があることをロールズ自身が認めている箇所がある。正義の二原理は、分
配パタンを一義的に定めることはしないが、それでもある分配パタンが
我々にとって不正なものと映ることがありうるというのである（JF: 68）。
これは準

4

純粋手続き的正義の不確定性に由来するものといえるだろう。そ
して「それによって反照的均衡状態はいわば少し揺るがされる」（JF: 68 
n36）。亀本はこの点を踏まえて、二原理は現実の所得格差の正不正を判定

表 1　手続き的正義の諸形態（基準×帰結）

基準　　　帰結 一義的 不確定（非一義的）

手続き外基準 完全手続き的正義 不完全手続き的正義

手続き自体 （厳密な）純粋手続き的正義 不完全純粋手続き的正義＊

上位手続きの制約
＋手続き自体 ― 準純粋手続き的正義

出所：筆者作成
＊ 筆者の用語。『政治的リベラリズム』（PL）で言及される、帰結について一定の不確定性

をもつ原初状態を形容したもの。
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できずそれを個人の判断に丸投げしていると評する（亀本 2012: 81‒2）。
だが、反照的均衡への言及に示されているように、我々の直観がある帰結
を不正義とみなし、かつそのような直観が広く共有される場合に生じるの
は、反照的均衡の次元での正義原理の問い直しである（TJ rev: 18）［12］。
そこでは独立の実質的正義が作動するのではなく、新たに形成された我々
の熟慮された信念に基づいて原初状態の設計が再検討される。パタンにつ
いての我々の直観はそこで〈自由で平等な社会的協働への参加者〉にとっ
ての公正な手続きの設計のひとつのインプットとなるが、正義の原理（お
よびそれに連なる具体的指令）と我々の直観のいずれが修正されるかは純
粋手続きとしての原初状態によってのみ決まる。これは、例外的であると
はいえ純粋手続き的正義の枠内の回路であり、正義を一貫して純粋手続き
的に構想することと矛盾しない。

この点に関連して福間聡は、ロールズは権利と自由の保護などの「手続
き以外の基準」を用いて帰結や手続きの適切さを判断することを要請して
いるとする（福間 2007: 66）。その論拠とされるのは「ある手続きの正義
は（特別な事例であるギャンブルを脇におくと）その起こりそうな帰結

（likely outcome）の正義、すなわち実質的正義に常に依存している」とい
うロールズの主張である（PL: 421）。これは手続きの正しさが正義の実質
的要請と不可分であることを示すものであるが、正義の実質的要請が手続
きと独立に規定されることまでを述べたものではない。手続きとしての社
会制度を適切なものとして設立・維持するために正義の実質的要請が生じ
るという本稿の理解は、この言明と矛盾しない。また、ロールズが帰結そ
のものではなく「起こりそうな帰結」を問題にしていることに注意してほ
しい。この帰結への言及の仕方が純粋手続き的正義の射程内にあること
は、次節の議論が明らかにするところである。

3．義務論とパタン指定

これまでの議論を踏まえて、パタン指定問題に回答を与えたい。まず、
純粋手続き的正義が義務論的理論であることを指摘する（3.1）。次に、パ
タン指定のあり方を類型化し、純粋手続き的正義によって否定される類型
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と肯定される類型を区分する（3.2）。選別的パタン指定という回答を示
し、その制度指針としての含意を検討する（3.3）。

3.1　目的論 vs. 義務論
正義の指令によるパタン指定のあり方について考えるうえで、目的論と

義務論という区分が有用である。これは D・パーフィットが平等主義理
論の焦点の当て方に基づく区分として提案したものである。目的論的理論
が事態ないし帰結としての平等そのものに価値を認めるのに対して、義務
論的理論はほかの道徳的理由、とくに行為や他者の処遇に関する理由に基
づいて平等を要請する（Parfit 2002: 84, 90）。ロールズの純粋手続き的正
義は義務論的である。それは〈自由で平等な社会的協働への参加者〉とし
ての市民にとって公正なものとして社会の諸制度を設計・維持することに
焦点を当てるからである。

たとえば、公正な機会均等が実現されるための公教育サービスの整備
や、政治的自由の公正な価値を毀損するような極度に偏った財産の蓄積を
阻止するための課税は、いずれも財や有利の特定の分配をそれ自体として
目指すものではない。むしろそれらは、手続きとしての社会制度を〈自由
で平等な社会的協働への参加者〉にふさわしいものにすることを目的とし
ている。これらの施策を駆動する目的はあくまで制度を介した市民同士の
処遇のあり方であり、分配はそれに付随して規定される（cf. Quong 
2011）。

これは、1 節でみたパタン指定回避の主張に通じる。すなわち、正義の
二原理は分配状況の特定のパタンへの一致や一定範囲への収斂を求めな
い、という主張である。問題はこれが、二原理が分配上の実質的指令をも
つことを否定するようにみえることであった。ロールズの純粋手続き的正
義の機能の詳細な理解とその義務論的性格という理解を用いることで、こ
の問題を解くことができる。

答えを先取りしていえば、ロールズはあらゆるパタン指定を否定してい
るわけではない。だが重要なのは結論よりもその内実―パタン指定のう
ち何が否定され何が肯定されるか―である。これは、純粋手続き的正義
がもつ制度・政策上の指針を示すことにもつながる論点である。
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3.2　パタン指定の諸類型
ロールズ的純粋手続き的正義が肯定するパタン指定を適切に捉えるべ

く、パタン指定の類型をその「要請根拠」と「強度」の観点から区分しよ
う。

まず、要請根拠は目的論と義務論のそれぞれが志向する分配のあり方に
対応する。すなわち、あるパタンの実現をそれ自体正義の目的とするか、
ほかの道徳的目的のための手段とするか、という区分である［13］。

次に、パタン指定の強度による区分について〈一義指定〉〈範囲指定〉
〈パタン化傾向〉という三区分を提案したい［14］。一義指定の典型例は平等
だが、対象者の取り分がそれぞれ一義的に決まっている状態はすべてこれ
にあたる。範囲指定にはさらに、ソーシャル・ミニマムのような〈下限指
定〉、一定額以上の資産の 100％課税のような〈上限指定〉、ジニ係数の上
限値設定のような〈分散指定〉などの手法がありうる。範囲指定は一義指
定に比べて緩やかな制約だが、そのパタン指定の強度は範囲の設定次第で
異なる。最後に、パタン化傾向は一層弱いパタン指定の形式であり、特定
の（範囲の）帰結を抑制または促進する傾向性を指すものとする。あらゆ
る制度・政策はこの意味でのパタン化傾向をもつ（Sefton 2006）。また、
それが特定のパタンを事実上排除するものとなることも珍しくない。たと
えば、生産手段を含む私的所有制度の採用は、ある種の所有や取引を促進
すると同時に、生産手段の共同所有という仕組みのもとで生じえたパタン
が生じることを事実上不可能にするだろう。

要請根拠と強度を組み合わせると、パタン指定は六つの類型に区分でき
る。分配パタンが目的である場合には、パタンそのものが望ましいのであ
るから、それが常に

4 4

実現されていることが道徳的要請となる。より実際的
にはこれは、最終状態つまり帰結における望ましいパタンの実現を目指す
というかたちをとるだろう。一方、分配パタンが手段である場合には、そ
れはパタン以外の何かを目的としている。たとえば、人的資本（へのアク
セス）の分配パタン指定は公正な機会均等のために要請される。したがっ
て、この場合望ましいパタンはその目的に資する時点・範囲で実現される
ことが要請されるのであり、常に実現されている必要はない。つまり、手
段としてのパタン指定は通常、帰結としてのパタンには関わらない。
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3.3　選別的パタン指定―制度的指針
これらの異なるパタン指定のあり方について、ロールズの純粋手続き的

正義のとるスタンスは選別的肯定である（表 2）。この選別的パタン指定
という回答の内実をふたつの指針として説明し、それがどのような分配制
度を指し示すかを論じる。

第一の指針は目的としてのパタン指定の否定である。純粋手続き的正義
はパタン自体を目的としない。先にみたように、純粋手続き的正義は特定
の分配的帰結そのものを目指す目的論的理論とは異なり、適切な手続きの
設定と運営に関わる義務論的理論だからである。たとえば、財産課税の要
請根拠は民主的手続きの公正さの担保であって特定のパタンの実現ではな
い。

ロールズ的な純粋手続き的正義においてパタン指定を伴う施策の目的と
なるのは、社会制度を〈自由で平等な社会的協働への参加者〉としての市
民にとっての公正な手続きとして機能させることである。これは、市民に
よる社会的協働（労働ないしそれに準ずる活動）への参与が制度構想の前
提とされていることを含意する。社会的協働を通じた自助と貢献の必要性
を完全に否定するような制度は、純粋手続き的正義からは導出しえない。

これは福祉を切り詰める自己責任論とは異なる。むしろ重要なのは、社
会制度が社会的協働の適切な機会をすべての市民に開いていることであ
る。もしある人が生来の資質や環境ゆえにその機会を充分にもたないとす

　　　　　　　　　　　　表 2　パタン指定性の諸類型

 強度　    要請根拠 目的として 手段として

一義指定

範囲指定 下限指定  

上限指定  

分散指定パタン化傾向

出所：筆者作成                 ︙
凡例　 ：ロールズの純粋手続き的正義が肯定する類型
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れば、その社会は〈自由で平等な社会的協働への参加者〉にとって公正な
手続きであることに失敗していることになるからである。そのような場合
に要請されるのは〈自由で平等な社会的協働への参加者〉としての地位を
各人に保障する機能を社会制度が適切にもつことである。それはたとえ
ば、適切な雇用機会を確保しうるルールづくりや充分に多様かつ充実した
就労支援などである。このような社会の責任が果たされてはじめて個人の
責任が問われうる（cf. PL: 189）。正義の二原理は特定のパタンの実現を指
令するかわりに、人々が〈自由で平等な社会的協働への参加者〉たりうる
ために「機能的な寄与（functional contribution）」をなすことを求めるので
ある（PL: 283）。パタン指定はそのような機能の一部として要請される。

第二の指針は、一義指定および範囲指定の一形態である分散指定の否定
である。パタン指定が手段として要請される際も、あらゆるパタン指定が
用いられるのではなく、特定の強度のパタン指定は排除される。一義指定
の施策には、たとえば各人の功績に応じた分配や、（手続きの公正さによ
って要請される範囲を超える）各人の必要や効用を根拠とした分配があ
る。これらは手続きから独立の正しさの基準を用いる（不）完全手続き的
正義の論理に従うものであり、純粋手続き的正義からは導出できない。

より論争的なのは分散指定の否定だろう。とくに教育などの位置財
（Brighouse and Swift 2006）については、社会制度の手続きとしての公正さ
の観点からも、財の社会全体における分散状態に配慮する理由があるとい
う異論がありうる。これに対しては次のような応答が可能である。位置財
の格差についても、純粋手続き的正義の観点から問題となるのはあくまで

〈自由で平等な社会的協働への参加者〉としての地位を脅かすような取り
分の不足ないし過剰である。それゆえ、これらの問題には下限指定や上限
指定によって適切に対応できる。対して、社会全体の財の配置を制約する
分散指定は対処すべき問題と直接無関係な人の取り分をも制約してしま
う。これは手続きの公正さの維持という目的を超えて財の分配状況に介入
することであり、純粋手続き的正義の論理と折り合いが悪い。

最後に、前節でみた財産所有のデモクラシーの諸制度が、これらの指針
に従っているかを手短に確認しよう。まず、立憲デモクラシーの政治制度
や公正で競争的な市場、およびそれらを支える諸規則はパタン化傾向を通
じて社会を市民にとって公正なものとして維持する施策である。次に、人
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的資本形成の機会を保証する公共サービスの提供やソーシャル・ミニマム
保障などは、範囲指定とくに下限指定の施策である。では、背景的正義を
毀損する富の集中を防ぐための累進相続・贈与税や累進消費税（所得税）
はどうだろうか。これらは（緩やかな）上限指定を行う施策であるといえ
る。これらの施策が問題とするのは所得および富の階層の最上部におけ
る、ほかの市民を実質的に支配してしまえるほどの経済力の存在であり、
社会全体の財の分散や格差そのものではないからである。政治献金の規制
もまた、政治的影響力という財の分配に関する上限指定の施策として理解
できる［15］。

まとめると、純粋手続き的正義の制度的指針は、目的としてのパタン指
定と、一義指定や分散指定を否定する。他方で、パタン化傾向および上限
指定や下限指定は純粋手続き的正義に適合的である。これが、二原理は分
配状況のパタンへの一致や不平等の範囲制約を要請しないというロールズ
の主張の意味である。そして、だからこそ「背景的正義に関する諸規則が
あっても、分配的正義は依然として純粋手続き的正義の一例として理解さ
れうる」のである（JF: 52）。さらに、これらの指針はそれらに適合的な制
度を特定することで、純粋手続き的正義に基づいて制度を構想する際の有
用な参照点を提供する。

4．修正された歴史過程説の検討

以上、パタン指定問題を起点にロールズの純粋手続き的正義について考
察し、選別的パタン指定のふたつの制度的指針を示した。だが本稿の最終
的関心が魅力的な分配的正義のアプローチの提示にあるとすれば、なぜロ
ールズの純粋手続き的正義にこだわるのかを改めて問わねばならないだろ
う。本節では、純粋手続き的正義の魅力を確認したのち、限定的ながら代
替的構想を検討し、ロールズ的構想を擁護する。

純粋手続き的正義の第一の魅力は正義を認識する仕方の単純さにある。
純粋手続き的正義は手続きを焦点化するアプローチであり、〈正しいルー
ルに従った帰結は正しい〉という直観に裏打ちされている［16］。帰結を直
接問題にする目的論的理論においては、帰結のあらゆる差異について正義
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にとっての含意を追跡・判断し、必要に応じて帰結を修正することが理論
4 4

的
4

要請となる。純粋手続き的正義はそのような煩雑さをかなりの程度回避
している。この違いは実践的には、制度の正しさの説明の負荷の違いとし
て現れる。ある帰結の発生には広範な具体的要因が関わっており、帰結の
正しさについての議論は、とりわけ人々が自らの取り分に敏感になるほ
ど、収拾がつきにくくなる。手続きを焦点化することには正義の議論を比
較的一般的で単純なものにとどめるという利点がある。

第二の魅力は自由の尊重との整合性である。純粋手続き的正義は個人の
行為ではなく、手続きとしての社会制度を対象としており、分配の問題は
手続きが公正であるために備わっているべき機能の問題として理解され
る。これは、公正な手続きのもとで個人の自由の領域が広く確保されるこ
とを意味する（JF: 54; Freeman 2014: 110‒12）。

だが、これらの魅力は、手続きをより薄く解釈する歴史過程説によって
こそ実現される、という異論がありうる。特に、歴史過程説を公正な社会
条件に配慮するように修正・洗練化できるならば、それは純粋手続き的正
義のより魅力的な解釈たりうる。以下ではそのような修正歴史過程説の代
表例として A・J・シモンズの理論を検討する［17］。

シモンズは歴史過程説の枠組みに依拠して、正義・正当性とは区別され
る正統性の問題系を示したことで知られる。ロールズの正義論が社会構造
を焦点化するのに対して、シモンズの正統性論は個人の実際の選択と同意
に注目する（Simmons 2001: 147）。だが本稿の関心はシモンズの理論全体
ではなく、彼の理解する歴史過程説が分配問題への指針としてロールズの
アプローチ以上の魅力を有するかどうかである。それが【1】相互行為の
公正な条件整備に充分に配慮しているか、【2】単純さと自由の尊重という
魅力を備えているかという点に焦点を絞り、シモンズによる歴史過程説の
修正を検討したい。

シモンズは、相互行為に直接起因しない環境の変化によって歴史的権利
が不正なものになりうることに敏感である。これに対応すべく、土地や資
源への所有権はそれらへのアクセスないし機会の権利として読み替えられ
る（Simmons 2001: 233; 2016: 181）。そしてシモンズは、土地や資源の各
人の公正な取り分の保障を要請する「ロック的但し書き」に、獲得と移転
の歴史的権利の体系を公正なものとして維持する機能を見出す。具体的に
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は、人口の増減や開発による利用可能な資源の増加が生じると各人の公正
な取り分が変化し、それ以前に公正であった所有が不公正なものとなりう
る。そこで、過剰所有者から過小所有者への差分の移転が要請される

（Simmons 2001: 237‒9; 2016: 183‒5）。この差分は各人がもつ、アクセスの
権利に照らして判断されるが、それは環境の変化に応じて変動する。個別
の財の所有権の確定はあくまで歴史過程に依拠するが、アクセスの権利に
追随する仕方で変化することを求められるため、移転の要請が生じるので
ある。この移転は強制執行が可能だが、所有者による改善部分の除外や所
有物への愛着の尊重などの制約のもと行われなければならないとされる。

この手続きは、歴史的権利の体系に相互行為・合意が公正であるための
条件整備への配慮を組み込むものといえる。この修正はどのように評価さ
れるべきか。
　【1】まず公正さへの配慮は充分とはいえない。シモンズの修正は土地と
資源のみを対象としており、社会構造が不公正なものとなることへの配慮
がないため、ロールズによる歴史過程説に対する批判（2.1）は依然とし
て妥当する。たとえば、違法行為ではなく全体としての経済制度が、継続
的な格差の拡大や貧困層に集中する巨大な不利の発生（金融危機など）を
許容するとき、それを批判する視点はシモンズの修正歴史過程説にない。
実はシモンズ自身はこの限界を認めている。彼は社会構造の正義を問うロ
ールズ的アプローチを否定するのではなく、歴史過程説を部分的に併用す
る多元主義を支持するからである（Simmons 2001: 156, 223‒4; 2016: 50‒54, 
60）。
　【2】次に単純さと自由の尊重について、シモンズの修正は、歴史過程説
が有していた魅力を失わせることになる。まず、過剰所有された土地と資
源の強制的移転は、自発的相互行為へのパタン指定的介入である。それは
特定の帰結ではなく「適切な帰結のある範囲

4 4

内での再分配」を指令すると
シモンズはいう（Simmons 2016: 184、強調原文）。本稿の区分を用いるな
らこれはある種の範囲指定の施策であり、その限りでパタン指定的であ
る。加えて、この介入は高頻度で要請される。シモンズは、公正な取り分
の変動要因として人口や資源の増減を挙げていた。だが土地や資源の価値
は所有者の行為とは無関係な社会的要因によっても変化し、アクセスの権
利を変動させる（例：近隣地域の開発による地価の高騰 cf. 井上 2008: 
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289‒90）。これらの変動を適切に反映するには複雑な計算を伴う恒常的な
介入が必要となる。それゆえ、シモンズの修正された歴史過程説が単純さ
と自由の尊重について優位性を有しているとは全くいえない。

無論政策としては、強制的移転は効率性などを考慮してより単純化され
たかたちで実施されるだろう。だが正確で恒常的な介入からの乖離は、歴
史過程説の理論が指令する公正さからの逸脱を意味するため、その分規範
的正当性を欠くものとなる。

以上、シモンズによる歴史過程説の修正が純粋手続き的正義のよりよい
代替的構想を提示しているという異論を退けるべきふたつの根拠を示し
た。第一に、分配的正義の観点から社会制度を統べる原理としてみたと
き、それは個人間の相互行為の公正な条件への配慮を充分に備えていると
はいえない。これは歴史過程説が社会構造を対象としないことの限界であ
り、ロールズ的なアプローチはこの点で明確な優位性を有する。第二に、
シモンズが歴史過程説に導入する強制的移転の手続きは、ロールズ的純粋
手続き的正義の枠組みと同等かそれ以上に頻繁かつ複雑な介入を要請しう
るものである。したがって、正義の指令の単純さと自由の尊重に関して修
正歴史過程説が優位性を有すると考えるに足る根拠はない。

結語

本稿は、純粋手続き的正義を平等主義的な分配的正義の有力なひとつの
アプローチとして提示することを試みた。ロールズの正義論とそれが抱え
るパタン指定問題を手掛かりとして、その理論的意義と妥当性を示すとと
もに、その分配制度上の含意の一端を大まかな制度的指針として示した。
最後に、純粋手続き的正義の非ロールズ的構想についてシモンズを代表例
として検討し、ロールズ的構想の暫定的優位性を示した。ロールズ的な純
粋手続き的正義に基づくより具体的・本格的な制度構想の検討や、代替的
構想との網羅的な比較は別稿に譲る。

　［付記］貴重なコメントをくださった二名の匿名査読者にこの場を借り
てお礼申し上げる。なお，本稿は JSPS 科研費特別研究員奨励費 17J09542
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の研究成果の一部である。

［1］ 重要な例外として、田中（1985）と Krouse and McPherson（1988）があるが、い
ずれもロールズの主著が出揃う前の論考であるという限界がある。特に、ロー
ルズの純粋手続き的正義とリバタリアン的なそれとの重要な違いである矯正的
介入の機能の検討が不充分である。より最近の研究では、亀本（2011、2012）と
林（2017）が本稿の関心に近い考察を含んでいる。亀本については本文中で触れ
る。林は、配分的正義との対比で、自由と平等の和解という重要な論点を析出
している。ただし、基本財を直接の分配対象であるかのように述べている点は（林 
2017: 22）、人々の基本財の予期を規定する制度のあり方を問題にするという純
粋手続き的正義の特徴を捉え損ねており、誤解を招きかねない。また、Freeman 
(2014)、Thomas (2017)、Edmundson (2017) なども、限定的ながら分配における純
粋手続き的正義に注目する議論をしている。

［2］ これについても一定の解釈の幅はある（Nelson 1980; Stark 2000）。
［3］ 前者をロールズは配分的正義とよぶ。この対比については林（2017）を参照。
［4］ 本稿では、分配パタンをもっぱら単に「パタン」と表記する。
［5］ 本節の議論は部分的に Oba (2020, forthcoming) に依拠している。特に純粋手続き

的正義と財産所有のデモクラシーについて詳しくはそちらを参照。
［6］ A・トマスもこれと似た整理をしているが、第二、第三の側面は区分されていな

い（Thomas 2017: 89‒90）。
［7］ 純粋手続き的正義に関するロールズの主張内容に著作間で（矛盾や緊張と呼び

うるような）大きな違いはなく、変更は論点の明確化の試みとして理解するの
が適切である。なお意図的な用語の変更とは別に、若干の用語のぶれが同一著
作内でもみられる。

［8］ ロールズは、ロックとノージックを歴史過程説として一括りにしているが、別
の箇所ではロックの理論に背景的正義への一定の配慮があることも指摘してい
る（LHPP: 121, 146‒7; cf. TJ rev: 97）。したがって、三側面のうち相互行為の直接
規則だけを重視するノージックの歴史過程説と、背景的正義の制約をも部分的
に重視するロックの歴史過程説を区別することもできる（cf. PL: 262‒5）。

［9］ ロールズは憲法と議会を不完全手続き的正義であるともいう（TJ rev: 172‒3）。
これは、上位手続きの制約から区別される手続き自体の性質を表現としたもの
と理解しうる（表 1 参照）。

［10］ 厳密にはこれは、原初状態から憲法への一足飛びの移転ではなく、その間に憲
法制定会議への純粋手続き的正義の移転が想定されていると理解するのが自然
である。ただし、本稿の論旨はこの解釈に依存しない。

［11］ ロールズはこれらの区分導入後も、自らのアプローチを単に「純粋手続き的正義」
とよぶことが多い。本稿では過度に煩雑にならない範囲で精確な区分に基づく
用語を用いる。
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［12］ ただし不正と思われる法や政策への対応としては、立法および憲法という上位
段階の規則に立ち返っての問い直しが優先すると考えるべきだろう。原初状態
の設計を問い直すことはこれらによって充分な対応ができない場合のための例
外的手続きとして位置づけられる。

［13］ 目的としてのパタン指定は、R・ノージックが批判的に言及する「持続的パタン
(stable pattern)」と概念的に重なる（Nozick 1974: 232）。それは、特定の分配パタ
ンを目指すべき正義に適った帰結として指定し可能な限り固定することを要請
する。

［14］ 区分は筆者によるが、一義的ではないパタン指定がありうることは早くから指
摘されている（Pogge 1989: 28; Wolff 1991: 232）。

［15］ なおパタン指定類型とロールズの二原理の各部分には一対一の対応はない。各
制度・政策も、特定の原理（たとえば格差原理）のみによって導かれるのでは
なく、二原理全体を参照して設計される。

［16］ この直観がどの程度妥当性をもつかは別途検討が必要かもしれない（cf. 亀本
2011: 487）。

［17］ 歴史過程説のもうひとつの有力な洗練化の潮流に左派リバタリアニズムがある。
これについては井上彰による批判的検討（2008）を参照。井上は、シモンズに
対する本稿の介入頻度についての批判と同様の批判を左派リバタリアンに対し
て提起している。

❖ 参考文献
＊欧語文献の翻訳はすべて筆者による。

【ロールズの著作】
TJ rev: Rawls, John (1999). A Theory of Justice: Revised Edition, Harvard University Press.
JF: Rawls, John (2001). Justice as Fairness: A Restatement, Erin Kelly (ed.), Harvard 

University Press.
PL: Rawls, John (2005). Political Liberalism: Expanded Edition, Columbia University 

Press.
LHPP: Rawls, John (2007). Lecture on the History of Political Philosophy, Samuel Freeman 

(ed.), Harvard University Press.

【その他】
Brighouse, Harry and Adam Swift (2006). “Equality, Priority and Positional Goods,” 

Ethics, Vol.116, No.3: 471‒97. 
Edmundson, William A. (2017). John Rawls: Reticent Socialist, Cambridge University 

Press.



334　　　年報政治学 2019–Ⅱ号

Freeman, Samuel (2014). “The Basic Structure of Society as the Primary Subject of 
Justice,” in Jon Mandle and David A. Reidy (eds.) A Companion to Rawls, Wiley 
Blackwell: 88‒111.

Krouse, Richard and Michael McPherson (1988). “Capitalism, ʻProperty-Owning 
Democracy,ʼ and the Welfare State,” in Amy Gutmann (ed.) Democracy and the 
Welfare State, Princeton University Press: 79‒105.

Nelson, William (1980). “The Very Idea of Pure Procedural Justice,” Ethics, Vol.90, 
No.4: 502‒11.

Nozick, Robert (1974). Anarchy, State, and Utopia, Basic Books.
Oba, Dai (2020, forthcoming). “Procedure-Based Substantive Equality: Pure 

Procedural Justice and Property-Owning Democracy,” Archiv für Rechts-und 
Sozialphilosophie.

Parfit, Derek (2002). “Equality or Priority?” in Matthew Clayton and Andrew 
Williams (eds.) The Ideal of Equality, Palgrave Macmillan: 81‒125.

Piketty, Thomas (2014). Capital in the Twenty-First Century, Arthur Goldhammer 
(trans.). Cambridge: Harvard University Press.

Pogge, Thomas (1989). Realizing Rawls, Cornel University Press. 
Quong, Jonathan (2011). “Left-Libertarianism: Rawlsian Not Luck Egalitarian,” 

Journal of Political Philosophy, Vol.19, No.1: 64‒89.
Sefton, Tom (2006). “Distributive and Redistributive Policy,” in Michael Moran, 

Martin Rein and Robert E. Goodin (eds.) The Oxford Handbook of Public Policy, 
Oxford University Press: 607‒23.

Simmons, A. John (2001). Justification and Legitimacy: Essays on Rights and Obligations, 
Cambridge University Press.

Simmons, A. John (2016). Boundaries of Authority, Oxford University Press.
Stark, Cynthia A. (2000). “Hypothetical Consent and Justification,” The Journal of 

Philosophy, Vol.97, No.6: 313‒34.
Taylor, Robert S. (2009). “Rawlsian Affirmative Action,” Ethics, Vol.119, No.3: 476‒

506.
Thomas, Alan (2017). Republic of Equals: Predistribution and Property-Owning Democracy, 

Oxford University Press.
Wolff, Jonathan (1991). Robert Nozick: Property, Justice and the Minimal State, Stanford 

University Press.
井上彰（2008）「自己所有権と平等―左派リバタリアニズムの意義と限界」『年

報政治学』2008 年Ⅱ号、276‒95 頁。
亀本洋（2011）『法哲学』成文堂。
亀本洋（2012）『格差原理』成文堂。



純粋手続き的正義と分配パタン指定の隘路　　　335

田中成明（1985）「公正としての正義と手続的正義―ジョン・ロールズ」大
橋智之輔ほか編『現代の法思想』有斐閣、281‒309 頁。

田中将人（2016）「フェアネスと正義／不正義―アファーマティヴ・アクシ
ョンの困難」姜尚中、齋藤純一編『逆光の政治哲学―不正義から問い返
す』法律文化社、143‒157 頁。

田中将人（2017）『ロールズの政治哲学―差異の神義論＝正義論』風行社。
林芳紀（2017）「自由と平等の和解―ロールズの正義の二原理の意義と限界」

『倫理学研究』第 47 号、13‒25 頁。
福間聡（2007）『ロールズのカント的構成主義―理由の倫理学』勁草書房。


